
事業番号 106

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 広域ブロック自立施策等推進調査
事業開始

年度
平成２０年度 作成責任者

担当部局庁 国土計画局 担当課室 広域地方整備政策課 課長　中井川　誠

会計区分 一般会計 上位政策 総合的な国土形成を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
―

関係する計
画、通知等

―

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　多様な広域ブロックが自立的に発展するためには、それぞれの資源を最大限に活かした特色ある地域戦略を描くこ
とにより、自立的な圏域を形成し発展するための意欲ある活性化に向けた取組が必要である。当事業では、民間、公
共を含め地域の知恵と工夫を引き出しつつ、地域の発意により国と地方が連携して取り組む国土の利用、整備及び保
全に関する政策を企画立案し、さらには当該政策を推進することを目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　国土づくり・地域づくりに関する総合的かつ基本的な政策を所掌する国土交通省に本経費を一括して計上し、各府省
や地方公共団体からボトムアップ的に調査課題を募集し、かつ関係各府省や地方自治体の密接な連携を促し、これに
よって企画された調査から国土計画局が実施の効果及び必要性が高い調査課題を選定し、執行の段階で移し替え等
を行って調査を実施する。
   これによって、社会経済情勢の変化や地方のニーズに的確に対応した国土づくり・地域づくりに関する効果の高い施
策が、関係各府省及び関係地方公共団体の密接な連携により実施されることが一層促進され、当局が所管する国土
の利用、開発及び保全に関する政策が全国的に具体化される。

実施状況

　【H20年度実績】各府省から応募のあった中から、１９テーマを選定。
　【H21年度実績】各府省から応募のあった中から、１６テーマを選定。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 700 549

執行額 586 496

執行率 83.7% 90.2%

総事業費(執行ベース) ― ―

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

　各省庁や地方公共団体からボトムアップ的に調査課題を募集し、かつ関係各省庁や地方自治体の密接な連携を促
し、これによって企画された調査から国土計画局が実施の効果及び必要性が高い調査課題を選定している。
　ただし、執行の段階で各省庁に移替え等を行って調査を実施しているため、基本的に執行については移替え先の各
省庁等が責任をもって行っており、支出先や使途については、当局では事後に報告を受けている。
　なお、当該事業により得られたデータ等の成果は、多様な広域ブロックが自立的に発展するための特色ある地域戦
略における国の役割のあり方等の検討に活用している。

見直しの
余地

　本事業は、平成21年11月に行われた事業仕分けにおいて「広域ブロック自立・成長事業」と同様の視点で精査が必
要と財務省が論点整理をし、事業を廃止したことから、平成21年度限りとなっている。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

【事業廃止】
事業仕分けでの視点を踏まえて廃止。

補
　
記

【予算科目】
･077　広域ブロック自立施策等推進調査費
　･05-95　広域ブロック自立施策等推進調査に必要な経費　　　　　　　　　　（21年度予算額）　　　　　（21年度決算見込額）
　　･95059-2129　　　 目未定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　549百万円　　　　　　　　　　　　　0百万円
　　･95059-2122-08　職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0百万円　　　　　　　　　　　　6.6百万円
　　･95059-2125-14　広域ブロック自立施策等推進調査委託費　　　　　　　 　　　　0百万円　　　　　　　　　　 　489百万円



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかにつて るかに
いて補足する)
(単位:百万円)



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に

A.　九州地方整備局 Ｅ.　東北経済産業局

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

委託費 鹿児島県 17 委託費 ㈱三菱総合研究所 23

委託費 福岡県 12

計 29 計 23

Ｂ.　国立教育政策研究所 Ｆ.　九州地方環境事務所

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

委託費 長岡市 7 委託費 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱ 32

委託費 ㈱ザ・コンベンション 1

計 8 計 32
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

Ｃ.　東北厚生局　 Ｇ.　㈱市浦ハウジング＆プランニング

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

委託費 みずほ情報総研㈱ 9
委託費

平成21年度広域ブロック自立施策等
推進調査費に係る街なか季節居住を
実現する「ライフケアビレッジ」の展開
方策調査

11

計 9 計 11

Ｄ.　林野庁 Ｈ.　釧路市

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

委託費 浜松市 23
委託費

平成２１年度広域ブロック自立施策
等推進調査費に係る街なか季節居
住を実現する「ライフケアビレッジ」の
展開方策調査

12
委託費 ㈱プレック研究所 5

計 27 計 12



計 19 計 4

委託費
南関東地域における水辺環境エコロ
ジカル・ネットワーク形成による魅力
的な地域づくり検討調査

19 委託費
広域共助（セーフティー・コミュニ
ティ形成）による地域振興方策検
討調査

4

Ｊ.　町田市 Ｎ.　長岡市

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 22 計 9

北陸圏の交流ポテンシャルを活かし
た持続的な地域活性化方策の展開
に関する調査

22 委託費
「東北圏における救急医療体制の課
題分析等」に関する調査

9

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に

Ｉ.　㈱計画情報研究所 Ｍ.　みずほ情報総研㈱

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

委託費

計 7 計 23

委託費
広域共助（セーフティー・コミュニ
ティ形成）による地域振興方策検
討調査

7 委託費
雇用力・生産力・地域力・教育力の一
体的連携強化による山村活性化に関
する調査

23

Ｌ.　長岡市 P.　浜松市

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 1 計 10

委託費
広域共助（セーフティー・コミュニ
ティ形成）による地域振興方策検
討調査

1 委託費
エコミュージアムを活用した持続
可能な地域創出のための調査

10

Ｋ.　㈱ザ・コンベンション Ｏ.　㈳農村環境整備センター

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）



計 32 計 0

委託費
平成２１年度九州ブロックにおけるリ
ユース・リサイクル促進による地域循
環圏の構築に関する調査

32

Ｒ.　三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 23 計 0

東北地域イノベーション創出・産業競
争力強化に関する調査

23

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に

Ｑ.　㈱三菱総合研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

委託費

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円） № 支出先
金額

（百万円）

1 九州地方整備局 29 1 林野庁 27

2 関東地方整備局 29 2 中国四国農政局 12

3 北陸信越運輸局 22 3 東海農政局 10

4 東北地方整備局 19 4 関東農政局 5

5 中国地方整備局 18 5

6 関東運輸局 17 6

7 近畿運輸局 10 7

8 国土地理院 10 8

9 東北地方整備局 8 9

10 近畿運輸局 8 10

№ 支出先
金額

（百万円） № 支出先
金額

（百万円）

1 国立教育政策研究所 8 1 東北経済産業局 23

2 2 中国経済産業局 14

3 3 関東経済産業局 13

4 4 近畿経済産業局 10

A.　地方整備局等（１４局）　１９５百万円 Ｄ.　林野庁等（４局）　５５百万円

Ｂ.　国立教育政策研究所（１局）　８百万円 Ｅ.　地方経済産業局（９局）　９８百万円

4 4 近畿経済産業局 10

5 5 近畿経済産業局 10

6 6 中部経済産業局 8

7 7 中国経済産業局 7

8 8 近畿経済産業局 7

9 9 九州経済産業局 6

10 10

№ 支出先
金額

（百万円） № 支出先
金額

（百万円）

1 東北厚生局 9 1 九州地方環境事務所 32

2 厚生労働省　老健局 8 2 中部地方環境事務所 23

3 厚生労働省　健康局 6 3 近畿地方環境事務所 12

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

Ｃ.　地方厚生局等（３局）　２３百万円 Ｆ.　地方環境事務所（３局）　６７百万円



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円） № 支出先
金額

（百万円）

1 ㈱市浦ハウジング＆プランニング 11 1 町田市 19

2 ㈶リバーフロント整備センター 9 2 鹿児島県 17

3 3 福岡県 12

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

№ 支出先
金額

（百万円） № 支出先
金額

（百万円）

1 釧路市 12 1 ㈱ザ・コンベンション 1

2 長岡市 11 2

3 3

Ｇ.　民間企業等（２社）　　２１百万円 Ｊ.　地方公共団体（３団体）　４８百万円

Ｈ.　地方公共団体（２団体）　　２２百万円 Ｋ.　民間企業（１社）　１百万円

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

№ 支出先
金額

（百万円） № 支出先
金額

（百万円）

1 ㈱計画情報研究所 22 1 長岡市 7

2 日本公営㈱仙台支店 19 2

3 パシフィックコンサルタンツ㈱ 18 3

4 ㈱ライテック 17 4

5 ㈶日本生態系協会 10 5

6 ㈱システム科学研究所 10 6

7 ㈱パスコ仙台支店 10 7

8 ㈱オリエンタルコンサルタンツ
東北支店

8 8

9 ㈱ジェイコム 8 9

10 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティ
ング㈱

7 10

Ｉ.　民間企業等（１４社）　１４８百万円 Ｌ.　地方公共団体（１団体）　７百万円



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円） № 支出先
金額

（百万円）

1 みずほ情報総研㈱ 9 1 浜松市 23

2 富士通総研㈱ 4 2 鳥取市 12

3 ＮＰＯ法人地域交流センター 2 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

№ 支出先
金額

（百万円） № 支出先
金額

（百万円）

1 長岡市 4 1 ㈱三菱総合研究所 23

2 釧路市 3 2 中外テクノス㈱ 14

3 3 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティ
ング㈱

13

4 4 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティ 10

Ｍ.　民間企業等（３社）　１６百万円 Ｐ.　地方公共団体（２団体）　３５百万円

Ｎ　地方公共団体（２団体）　７百万円 Ｑ.　民間企業（９社）　９８百万円

4 4 三菱ＵＦＪリサ チ＆コンサルティ
ング㈱

10

5 5 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティ
ング㈱

10

6 6 みずほ情報総研㈱ 8

7 7 ㈱シーズ総合政策研究所 7

8 8 ㈱地域計画建築研究所 7

9 9 ㈱三菱総合研究所 6

10 10

№ 支出先
金額

（百万円） № 支出先
金額

（百万円）

1 ㈳農村環境整備センター 10 1 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティ
ング㈱

32

2 ㈶日本生態系協会 5 2 ㈱スペースビジョン研究所 23

3 ㈱プレック研究所 5 3 中外テクノス㈱関西支店 12

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

Ｏ.　民間企業等（３社）　２０百万円 Ｒ.　民間企業（３社）　６７百万円
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